　　　　　　　　　　　　　　　　　
　


別紙様式　１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

[image: image9.emf]別紙

施設区分　　　　　　　　　　　

員数 単価 金額

規格

（型式）

数量 単価 金額

円 円 円 円

○○○○

○○○○

初度設備費 ○○○○

○○○○

計

○○○○

○○○○

その他の設備費 ○○○○

○○○○

計

　　（注）（１）　備考欄には、施設か所数、国庫補助病床数、入所定員数、通所定員数並びに施設別の品目及び数量を記入するとともに必要に応じて設置理由、

　　　　　　　　用途等参考となる事項を具体的に記入すること。

　　　　　（２）　施設区分ごとに別葉で作成のこと。

基準額算出内訳並びに対象経費支出予定額内訳

種目 品目

基準額 対象経費支出予定額

備考


	厚生労働大臣
	　殿

	地方厚生(支)局長
	　殿


[image: image10.emf]別添

施設区分　　　　　　　　　　　

員数 単価 金額

規格

（型式）

数量 単価 金額

円 円 円 円

○○○○

○○○○

初度設備費 ○○○○

○○○○

計

○○○○

○○○○

その他の設備費 ○○○○

○○○○

計

　　（注）（１）　備考欄には、施設か所数、国庫補助病床数、入所定員数、通所定員数並びに施設別の品目及び数量を記入するとともに必要に応じて設置理由、

　　　　　　　　用途等参考となる事項を具体的に記入すること。

　　　　　（２）　施設区分ごとに別葉で作成のこと。

基準額算出内訳並びに対象経費実支出額内訳

種目 品目

基準額 対象経費実支出額

備考


	都道府県知事　
	○○○○ 

	指定都市市長
	○○○○　

	中核市市長
	○○○○　

	政令市市長
	○○○○　

	特別区区長
	○○○○  

	市町村長
	○○○○  

	法人名及び代表者名
	○○○○  


（元号）　　年度保健衛生施設等施設・設備整備費国庫補助金

　　　　　　に係る事業内容の変更承認申請について

　標記について、関係書類を添えて次のとおり申請する。　　　　　　　　　１　施設整備事業

（１） 施設名
（２） 設置主体

（３） 事業内容の変更理由

（４） 設置場所

　　　　 変更前

　　　　 変更後

（５） 規模及び構造

[image: image11.emf]別紙（１）

（単位：円）

区分

国庫補助基本額

（Ａ）

（申請額）

国庫補助所要額

（（Ａ）×補助率）（Ｂ）

既交付決定額

（Ｃ）

差引追加交付

（一部取消）申請額

（Ｂ）－（Ｃ）＝（Ｄ）

施設整備事業

設備整備事業

合計

（注）　１　本調書の各区分ごとの金額は、別紙（２）及び（３）の所要額内訳のＩ～Ｍ欄の金額と一致すること。

　　　　２　（Ｃ）欄、（Ｄ）欄は、当初交付申請時には斜線を引くこと。

経　　費　　所　　要　　額　　調　　書


	（６） 経費所要額調


	   別紙様式４の別紙（１）及び（２）の要領に準じて
 作成すること。

　 なお、当初申請と異なる箇所については、変更前を

 上段に（　）書きし、変更後を下段に対応して記入す

 ること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（７） 添付書類

　　 ア　都道府県及び設置主体の歳入歳出予算書（見込書）抄本（非営利法人につい        ては、収入支出予算書（見込書）抄本）

　　 イ　建物の配置図、平面図、立面図、工事仕様書及び工事費目別内訳

　　 ウ　その他参考となる書類

　 （注）交付要綱の５の第１表及び第２表に定める区分ごとに別葉とし、上記（１）        ～（７）について作成すること。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２　設備整備事業

（１） 施設区分

（２） 事業内容の変更概要及び理由

　（注） 別紙様式４の別紙（１）及び（３）の要領に準じて作成すること。

　　　なお、当初申請と異なる箇所については、変更前を上段に（　）書きし、        変更後を下段に対応して記入すること。

（３） 添付書類

　　 ア　歳入歳出予算書（見込書）抄本（非営利法人については収入支出予算書（見        込書）抄本）

　 （注）予算額に変更がない場合は省略してもよい。

　　 イ　その他参考となる書類

　 （注）（１）～（３）については各施設毎に別葉で作成し、添付すること。

　※　厚生労働本省において明許繰越を行った事業については、「（元号）年度保健衛生施設等施設・設備整備費国庫補助金」の後に「（（元号）年度からの繰越分）」と明記すること。

別紙様式　２

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

[image: image12.emf]別表

事業費

補助

基本額

補助

金額

事業費

支払実績

見込額

事業

進捗率

補助金

受入額

事業費

補助

金額

着工

年月

完了予定

年月

円 円 円 円 円 円 円

摘要 事業名

交付決定の内容 年度内遂行実績 翌年度繰越額 事業実施期間


	厚生労働大臣
	　殿

	地方厚生(支)局長
	　殿


[image: image13.emf]別紙（２）

１　所要額内訳

区分 総事業費

寄付金

その他の

収入予定額

差引額 基準額

対象経費

支出予定額

選定額

都道府県（市）の

補助基本額

都道府県

又は市の

補助額

国庫補助

基本額

補

助

率

国庫補助

所要額

既交付

決定額

差引追加交付

（一部取消）

申請額

備考

（Ａ） （Ｂ）

（（Ａ）－（Ｂ））

＝（Ｃ）

（Ｄ） （Ｅ）

（Ｃ）（Ｄ）及び

（Ｅ）のいずれか

少ない額

（Ｆ）

３の（５）及び（１３）の事業

にあっては（Ｆ）×２／３＝

（Ｇ）、上記以外は（Ｆ）＝

（Ｇ）

（Ｈ）

（Ｆ）、（Ｇ）及

び（Ｈ）のいずれ

か少ない額

（Ｉ）

（Ｊ）

（Ｉ）×（Ｊ）

＝（Ｋ）

（Ｌ）

（Ｋ）－（Ｌ）

＝（Ｍ）

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

（直接補助）

　　○○精神科病院

　　○○感染症

　　指定医療機関

　　小計

円 円

（間接補助）

　　○○農村検診

　　センター

　　○○原爆被爆者

　　保健福祉施設

　　小計

　　　計

（注）　（１）　精神科病院又は精神科救急医療センター、特定感染症指定医療機関、第一種感染症指定医療機関、第二種感染症指定医療機関、感染症外来協力医療機関であって、増設工事、改築工事

　　　　　　　及び改修工事を同時に行う場合は、上段に増設分を、下段に改築・改修分をそれぞれ分けて記入すること。

　　　　（２）　別紙事業費内訳は、各施設ごとに別葉とすること。

施 設 整 備 事 業 所 要 額 内 訳 等 及 び 事 業 計 画 書



内訳は別紙のとお

り


	都道府県知事　
	○○○○ 

	指定都市市長
	○○○○　

	中核市市長
	○○○○　

	政令市市長
	○○○○　

	特別区区長
	○○○○  

	市町村長
	○○○○  

	法人名及び代表者名
	○○○○  


（元号）　　年度保健衛生施設等施設・設備整備費
国庫補助金に係る事業遂行状況の報告について

　（元号）　　年度保健衛生施設等施設・設備整備費国庫補助金による施設整備事業の遂行状況及び工事経過等について次のとおり関係書類を添えて報告する。

１　事業施行状況（別紙（１）のとおり）

２　工事種別進捗状況（別紙（２）のとおり）

３　工事の経過状況を証する写真

４　その他参考となる書類

※　厚生労働本省において明許繰越を行った事業については、「（元号）　年度保健衛生施設等施設・設備整備費国庫補助金」の後に「（（元号）　　年度からの繰越分）」と明記すること。

別紙（１）

事業施行状況
	施 設 名

        
	設置

主体
	                   　　

区         分

                   　　
	施　工

面積数
	工　事

施工率
	金 　　　額


	備 　考



	 　　　


	
	 　　　　　　　　　　　　

 自（元号）　年　　月　　日

 至（元号）　年　　月　　日

 　現在竣工量
	　  ㎡


	  　％


	               円


	

	
	
	 自（元号）　年　　月　　日

 至（元号）　年　　月　　日

 　まで竣工見込量
	
	
	
	

	
	
	 自（元号）　年　　月　　日
	
	
	
	

	
	
	

	
	
	 　まで竣工見込量
	
	
	
	

	
	
	 　小計
	
	
	
	

	
	
	 　　　　　　　　　　　　

 自（元号）　年　　月　　日

 至（元号）　年　　月　　日

 　現在竣工量
	　　㎡


	　　％


	               円


	

	
	
	 自（元号）　年　　月　　日

 至（元号）　年　　月　　日

 　まで竣工見込量
	
	
	
	

	
	
	 自（元号）　年　　月　　日
	
	
	
	

	
	
	

	
	
	   　まで竣工見込量
	
	
	
	

	
	
	   　　小計
	
	
	
	

	 　　　


	　　


	 　　計


	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


（注）（１）竣工量については、本報告書提出年月日までについて記入すること。

　　　（２）竣工見込量については、本報告書提出後１か月ごとの竣工量を記入すること。

      （３）備考欄には、施工済又は予定の工事内容を簡単に記入すること。

別紙（２）

工事種別進捗状況
（施設名○○○○）
	工事種別


	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	（元号）○○年　　　　　　　　　　　　　　　　　（元号）○○年

  ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月

  １日 １日 １日 １日 １日 １日 １日 １日 １日 １日 １日 １日 １日

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	設計事務

入札事務

整地
基礎工事

○○工事

○○工事


	

	
	[image: image14.emf]別紙（３）

総事業費

寄付金

その他の

収入予定額

差引額 基準額

対象経費

支出予定額

選定額

都道府県（市）の

補助基本額

都道府県

又は市の

補助額

国庫補助

基本額

補

助

率

国庫補助

所要額

既交付

決定額

差引追加交付

（一部取消）

申請額

備考

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ） （Ｅ）

（Ｃ）（Ｄ）及び

（Ｅ）のいずれか

少ない額

（Ｆ）

３の（１２）、（１３）及び

（２１）の事業にあっては

（Ｆ）×２／３＝（Ｇ）、上記

以外は（Ｆ）＝（Ｇ）

（Ｈ）

（Ｆ）、（Ｇ）及

び（Ｈ）のいずれ

か少ない額

（Ｉ）

（Ｊ）

（Ｉ）×（Ｊ）

＝（Ｋ）

（Ｌ）

（Ｋ）－（Ｌ）

＝（Ｍ）

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

（直接補助）

　［例］ 　［例］

　　○○精神科病院 　　初度設備費

　　その他の設備費

　　小計

　　○○食肉衛生 　　初度設備費

　　検査所 　　BSE検査ｷｯﾄ

　　…

　　小計

　　小計

円 円

（間接補助）

　［例］ 　［例］

　　○○感染症指定 　　設備費

　　医療機関

　　…

　　小計

　　　計

（注）　（１）基準額算出内訳並びに対象経費支出予定額内訳については、別紙のとおり。

　　　　（２）３の（６）の牛海綿状脳症（ＢＳＥ）検査キット設備費の算定において、都道府県又は政令市が一括購入して整備する場合については、食肉衛生検査所ごとに算出した国庫補助基本額

　　　　　　（食肉衛生検査所ごとに、第３欄に定める基準額を第４欄に定める対象経費の実支出額と総事業費から寄附金その他の収入額を控除した額とを比較して最も少ない額をいう。）の合計額

　　　　　　に第５欄に揚げる補助率を乗じて得た額を交付額とする。

設　備　整　備　事　業　所　要　額　内　訳



区分

[image: image15.emf]別紙（１）

１　施設整備事業

区分 総事業費

寄付金

その他の

収入額

差引額 基準額

対象経費の

実支出額

選定額

都道府県（市）の

補助基本額

都道府県

（市）の

補助額

国庫補助

基本額

補

助

率

国庫補助

所要額

国庫

補助

交付

決定額

国庫

補助

受入

済額

差引国庫

補助過△

不足額

差引国庫

補助受入

未済額

備考

（Ａ） （Ｂ）

（Ａ）－（Ｂ）

＝（Ｃ）

（Ｄ） （Ｅ）

（Ｃ）、（Ｄ）及び

（Ｅ）のいずれか少

ない額

（Ｆ）

３の（５）及び（１３）の事業

にあっては（Ｆ）×２／３＝

（Ｇ）、上記以外は（Ｆ）＝

（Ｇ）

（Ｈ）

（Ｆ）、（Ｇ）及

び（Ｈ）のいずれ

か少ない額

（Ｉ）

（Ｊ）

（Ｉ）×（Ｊ）

＝（Ｋ）

（Ｌ） （Ｍ）

（Ｍ）－（Ｋ）

＝（Ｎ）

（Ｌ）－（Ｍ）

＝（Ｏ）

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

（直接補助）

　　○○精神科病院

　　○○感染症

　　指定医療機関

　　小計

円 円

（間接補助）

　　○○農村検診

　　センター

　　○○原爆被爆者

　　保健福祉施設

　　小計

　　　計

（注）　（１）　精神科病院、精神科救急医療センター又は特定感染症指定医療機関、第一種感染症指定医療機関、第二種感染症指定医療機関、感染症外来協力医療機関であって、増設工事、改築工事及び改修

　　　　　　　工事を同時に行う場合は、上段に増設分を、下段に改築分をそれぞれ分けて記入すること。

　　　　（２）　別紙支出済事業費内訳は、各施設ごとに別葉とすること。

経　費　所　要　額　精　算　書


	
	（１００％）

	
	

	
	[image: image16.emf]２　設備整備事業

総事業費

寄付金

その他の

収入額

差引額 基準額

対象経費の

実支出額

選定額

都道府県（市）の

補助基本額

都道府県

（市）の

補助額

国庫補助

基本額

補

助

率

国庫補助

所要額

国庫

補助

交付

決定額

国庫

補助

受入

済額

差引国庫

補助過△

不足額

差引国庫

補助受入

未済額

備考

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ） （Ｅ）

（Ｃ）、（Ｄ）及び

（Ｅ）のいずれか少

ない額

（Ｆ）

３の（１２）、（１３）及び

（２１）の事業にあっては

（Ｆ）×２／３＝（Ｇ）、上記

以外は（Ｆ）＝（Ｇ）

（Ｈ）

（Ｆ）、（Ｇ）及

び（Ｈ）のいずれ

か少ない額

（Ｉ）

（Ｊ）

（Ｉ）×（Ｊ）

＝（Ｋ）

（Ｌ） （Ｍ）

（Ｍ）－（Ｋ）

＝（Ｎ）

（Ｌ）－（Ｍ）

＝（Ｏ）

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

（直接補助）

　［例］

　　○○精神科病院 　　初度設備費

　　その他の設備費

　　小計

　　○○食肉衛生 　　初度設備費

　　検査所 　　BSE検査ｷｯﾄ

　　…

　　小計

　　小計

円 円

（間接補助）

　［例］

　　○○感染症指定 　　設備費

　　医療機関

　　…

　　小計

　　　計

（注）　（１）基準額算出内訳並びに対象経費実支出額内訳は、別添のとおり。

　　　　（２）３の（６）の牛海綿状脳症（ＢＳＥ）検査キット設備費の算定において、都道府県又は政令市が一括購入して整備する場合については、食肉衛生検査所ごとに算出した国庫補助基本額

　　　　　　（食肉衛生検査所ごとに、第３欄に定める基準額を第４欄に定める対象経費の実支出額と総事業費から寄附金その他の収入額を控除した額とを比較して最も少ない額をいう。）の合計額

　　　　　　に第５欄に揚げる補助率を乗じて得た額を交付額とする。

区分

[image: image17.emf]別紙様式３

　　（元号）　　年度厚生労働省所管 （地方公共団体名）

科目 予算現額 収入済額 科目 予算現額

うち国庫

補助金

相当額

支出済額

うち国庫

補助金

相当額

翌年度

繰越額

うち国庫

補助金

相当額

円 円 円 円 円 円 円 円 円

（項）保健衛生施設整備費

　（目）保健衛生施設等

　　　　施設整備費補助金

（項）地域保健対策費

　（目）保健衛生施設等

　　　　設備整備費補助金

　（作成要領）

　　１　「国」の「交付決定の額」は、交付決定通知書の補助金の額を記入すること。

　　２　「地方公共団体」の「科目」は、歳入にあっては、款、項、目、節を、歳出にあっては、款、項、目をそれぞれ記入すること。

　　　　なお、歳出については、前記１の額に対応する経費の配分が、目の内訳に係るときは、当該経費の配分の目の内訳として記入すること。

　　３　「予算現額」は、歳入にあっては、当初予算額、補正予算額等の区分を、歳出にあっては、当初予算額、補正予算額、予備費支出額、流用、増減額等の区分を明らかにして記入

　　　すること。

　　４　「備考」は、参考となるべき事項を適宜記入すること。

　　５　補助事業等の地方公共団体の歳出予算額の繰越が行われた場合における翌年度に行われる当該補助事業等に係る補助金調書の作成は、本表に準ずること。この場合において、地

　　　方公共団体の歳入の科目に「前年度繰越額」を掲げる場合は、その「予算現額」及び「収入済額」の数字下欄に国庫補助金額を内書（　）をもって附記すること。

　　６　市町村が間接補助事業者等である場合における調書の作成は、本表に準ずること。この場合においては、本表中「国」とあるのは、「都道府県」と、「地方公共団体」とあるの

　　　は、「市町村」とし、歳出の予算現額欄、支出済額欄及び翌年度繰越額欄の次にそれぞれ「うち間接補助金等相当額」の欄を設けること。

備考

補　　助　　金　　調　　書

歳入 歳出

地方公共団体 国

歳出予算科目 交付決定額 補助率


	
	（１００％）

	
	

	
	
	
	（１００％）

	
	

	
	
	
	（１００％）

	
	

	
	
	
	 　  （８０％）

	
	

	
	
	
	 　　 （６０％）

	
	


	　　　　

　　　　

〃
　　　　

〃
　　　　

〃

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（０）　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（０）　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（０）　　　　　　　




（注）１　工事種別ごとに、その予定を実線で示し、その下に本報告書提出月日現在まで

        の工事進捗状況を点線で示すとともに、その出来高量を％をもって示すこと。

　　　２　施設ごとに別葉に作成すること。



別紙様式　４

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日


	厚生労働大臣
	　殿

	地方厚生(支)局長
	　殿



	都道府県知事　
	○○○○ 

	指定都市市長
	○○○○　

	中核市市長
	○○○○　

	政令市市長
	○○○○　

	特別区区長
	○○○○  

	市町村長
	○○○○  

	法人名及び代表者名
	○○○○  


　　　　　　　　　（元号）　　年度保健衛生施設等施設・設備整備費

　　　　　　　　　国庫補助金の交付申請書

　標記について、次により国庫補助金を交付されるよう関係書類を添えて申請する。

１　申請額　　　　　金　　　　　　　円

２　経費所要額調書（別紙（１）のとおり）

３　所要額内訳及び事業計画書

（１）施設整備事業（別紙（２）のとおり）

（２）設備整備事業（別紙（３）のとおり）

４　添付書類

（１）（元号）年度歳入歳出予算書（又は見込書）抄本（非営利法人にあっては定款　　又は寄附行為及び収入支出予算書（又は見込書）抄本）

　　（注）予算書には、当該事業の補助対象事業に係る額を備考欄に記入すること。

（２）建物の配置図、平面図、立面図、工事仕様書及び工事費目別内訳（施設整備事　　業関係）

　　（注）整備計画書に添付した図面等に変更がない場合は省略することができる。

（３）年度別施設整備計画（施設整備事業関係）

　　　当該施設整備事業が２年以上にまたがる計画のものである場合は、別添（様     式）により各施設ごとに作成し添付するものとする。

（４）見積書の写し等（設備整備事業関係）

（５）その他参考となる書類

※　厚生労働本省において明許繰越を行った事業については、「（元号）年度保健衛生施設等施設・設備整備費国庫補助金」の後に「（（元号）年度からの繰越分）」と明記すること。


[image: image1]


[image: image2]

別紙
事業費内訳
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○施設

	区分
	費目
	員数
	単価
	金額
	備考

	補

助

対

象

事

業

費


	建築工事費　　

　　管理棟　

　　治療棟　

　　病棟　

　　○○○棟　

　　○○○○　

附帯工事費　　

　　電気設備工事　

　　給排水設備工事　

　　暖房設備工事　

　　○○設備工事　

　　○○○○工事　

工事事務費　　

　　○○○○　

       　
	
	　　　　　　円


	　　　　　　円


	

	
	合　　　　計
	　　　　　
	　　　　　　　
	　　　　　　　
	

	補

助

対

象

外

事

業

費
	　　用地買収費　

　　事務雑費　

　　○○○費　

　　　　～　　　　

　　　　　　　　　　
	
	
	
	

	
	合　　　　計
	　　　　　
	　　　　　　　
	　　　　　　　
	

	総　　　　　　　計
	　　　　　
	　　　　　　　
	　　　　　　　
	　　　　　


２．事業計画書
（１）　施設の名称及び所在地

（２）　事業の目的
（３）　敷地の面積及び所有状況

	敷地区分
	所有者名
	面積
	備考
	　　　　



	自己所有地
借地
買収用地
計
	　


	　　　　　　㎡


	　　　


	


　　　　（注）　当該施設の設置に必要な敷地として予定するものについて記入

　　　　　　　すること。

（４）　施設の構造及び規模

　　精神科病院、精神科救急医療センター、結核患者収容モデル病室、多剤耐性結核
　　専門医療機関、特定感染症指定医療機関、第一種感染症指定医療機関、第二種感
　　染症指定医療機関及び新型インフルエンザ等患者入院医療機関の場合
	　　　

区分
　　　

　　　
	既　　　　設


	整備計画

	備　考



	
	　　　　

 病床数

　　　　　
	うち国庫

補助によ

る病床数
	整備計画

総病床数

　　　
	当該年度

整備計画

病床数
	うち国庫

補助申請

病床数
	病棟出入

口扉整備

計画数
	

	新設
	
	
	             床
	             床
	　     床
	
	    建㎡

  ○階建

    延㎡

	構造
	　　　
	　　　
	　　　
	　　　
	
	
	

	増設
	             床
	       床
	　　　
	　　　
	
	
	    建㎡

  ○階建    延㎡

	構造
	　　　
	　　　
	　　　
	　　　
	
	
	

	改築
	　　　
	　　　
	　　　
	　　　
	
	
	 　 建㎡

  ○階建

  　延㎡

	構造
	　　　
	　　　
	　　　
	　　　
	
	
	

	改修
	　　　
	　　　
	　　　
	　　　
	
	
	

	
鉄格子撤去
	
	
	
	
	
	
	 　 建㎡

  ○階建

  　延㎡



	保護室改修
	
	
	
	
	
	
	

	構 造
	　　　
	　　　
	　　　
	　　　
	
	
	

	自動開閉化
等へ改修
	
	
	
	
	
	   
	○○病棟

	透明ガラス
扉等へ改修
	
	
	
	
	
	 　　　　 
	○○病棟

	  計


	
	
	
	
	
	
	


　　（注）　①　備考欄には、当該年度において整備する施設の面積等を記入すること。

　　　　　　②　精神科病院については医療従事職員の充足計画を作成添付することとし、

            　自動開閉化及び透明ガラス扉等の改修を行う場合には、改修内容を記載

　　　　　　　した書面を作成添付すること。

　  精神保健福祉センター、精神科デイ・ケア施設、農村検診センター、原爆被爆者
　　保健福祉施設、原爆医療施設、医薬分業推進支援センター、結核研究所、放射線
　　影響研究所及び感染症外来協力医療機関の場合
　　１表
	　

　

　

　

　

　
	　　　　　　

構造
　　　　　　
	　　規模　　（延面積）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	　　　　　　

備考
　　　　　　
	　



	
	
	○階
	○階
	○階
	計
	
	

	
	　　　　　　

　　　　　　

　　　　　　
	　　　　㎡

　　　

　　　　　
	        ㎡

　　　　　

　　　　　
	        ㎡

　　　　　

　　　　　
	        ㎡

　　　　　

　　　　　
	各室の面積は

２表のとおり
	


　　（注）（１）施設の型別及び部門別の定員等を備考欄に記入すること。

　　　　　（２）精神科デイ・ケア施設については、施設従業職員（職種ごとに）の

　　　　　　　充足計画を作成添付すること。

　　２表
	○階
	○階
	○階

	室名
	室数
	面積
	室名
	室数
	面積
	室名
	室数
	面積

	　　


	　


	    ㎡


	
	
	    ㎡　　


	　　


	
	    ㎡




	小計
	
	
	小計
	
	
	小計
	　　　


	


（食肉衛生検査所の場合）
 １表　　所轄と畜場等の規模等

	 　  　　　　

　  　　　　　

所轄と畜場等
　  　　　　　

 　  　　　　
	　　  　　

　  　　　

所在地
　　  　　
	 　　

検査所

までの

距離
 　　
	　　

年間

移動

日数

 　
	と畜頭数（頭）又は食鳥処理羽数（羽）



	
	
	
	
	現在

	将来


	
	
	
	
	大動物
	小動物
	食鳥
	大動物
	小動物
	食鳥

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	 　  　　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　 （注）　将来数は概ね５年後までの見込量を記入すること。

 ２表　　食肉衛生検査所の構造及び部門別面積

	 　　　  　　　

建築構造
 　　　  　　　
	　　　　  　　　　　　　　　　平屋

鉄筋コンクリート造り又は木造　　　　

　　　　  　　　　　　　　　　階建
	建築部門


	             ㎡



	　  管理部門
	事務所　　　   ㎡　  ○○室　　　㎡   　　　　
	（小計）

	補

助

対

象

部

分

　
	 　　　　　　

 　　　　　　

 検査部門
 　　　　　　

 　　　　　　


	 病理検査室　　　　㎡    理化学検査室      ㎡

 　　　　　　　　　　 　 準備室　　  　㎡

 微生物検査室　　　㎡

 　　　　　　　　　　 　 冷凍冷蔵庫　　　  ㎡

 標本室　　　　㎡    ○○○室        ㎡


	（小計）



	
	 その他の部門
	浴室　　㎡  更衣室    ㎡ 便所    ㎡ 廊下    ㎡
	（小計）

	補助対象外部分
	車庫　　　　㎡ 　○○　　　㎡ 　　　　　　　　
	（小計）


（エイズ治療拠点病院の場合）
	区分

	個室､剖検室、相談指導室及び外来診療室整備計画
	備　 考


	
	整備計画総数
	当該年度整備計画数
	 うち国庫補助申請数
	

	
	個 室
	剖検室
	相談指導室
	外来診療室
	個 室
	剖検室
	相談指導室
	外来診療室
	個 室
	剖検室
	相談指導室
	外来診療室
	

	新設
	   室

	    室

	 　 室

	 　室

	 　 室

	    室

	    室

	    室

	 　 室

	  　室

	　  室

	 　室

	　延　 ㎡


	構造
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	増設
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	　延　 ㎡

	構造
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	改築
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	　延　 ㎡

	構造
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	改修
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	　延　 ㎡

	構造
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）　備考欄には、当該年度において整備する施設の面積を記入すること。

（難病相談支援センターの場合）
　　１表　施設の概要

	①整備形態
	・新築・改築・増築・改造及び補修・買収

・単独設置・○○○内設置

	②規模・構造
	　　　　　　造・　　階建／延べ床面積　　　　㎡

　１日あたり利用者数（職員数を含む。）　　　人

	③所在地


	

	④整備場所の選　定理由


	

	⑤関係機関との　距離等


	


　　　　　　（注）④については、整備形態が新築又は買収の場合に記載すること。

　　　　　　　　　⑤については、医療機関、保健所、公共職業安定所等の関係機関や

　　　　　　　　　最寄り駅との距離や移動時間等、周辺環境について記載すること。

　　２表　施設の部門別面積

	施　設　整　備
	既　　設
	今　回　整　備　分

	
	
	新　築
	改　築
	増　築
	改造及び

補修
	買　収

	①相談室

②談話室

③地域交流活動室

④研修室

⑤便所

⑥洗面所

⑦事務室

⑧その他

　・

　・
	㎡


	㎡


	㎡


	㎡
	㎡


	㎡



	計


	
	
	
	
	
	


       　　（注）１スペースで複数の機能を有する場合には、施設整備欄に

　　　　　　　　「○○室兼○○室」と明記すること。

（ＨＩＶ検査・相談室の場合）
　　１表　施設の概要

	①整備形態


	・新築・改築・増築・買収

・単独設置・○○○内設置

	②規模・構造


	　　　　　　造・　　階建／延べ床面積　　　　㎡

　１日当たり利用者数（職員数を含む。）　　　人

	③所在地


	

	④整備場所の選　定理由


	

	⑤最寄り駅との

　距離や移動時　間等、周辺環　境


	


　　　　　　（注）④については、整備形態が新築又は買収の場合に記載すること。

　　２表　施設の部門別面積

	施　設　整　備
	既　　設
	今　回　整　備　分

	
	
	新　築
	改　築
	増　築
	買　収

	①採血室

②検査室

③相談室

④待合室

⑤便所

⑥洗面所

⑦事務室

⑧その他

　・

　・
	㎡


	㎡


	㎡


	㎡


	㎡



	計


	
	
	
	
	


       　　（注）１スペースで複数の機能を有する場合には、施設整備欄に

　　　　　　　　「○○室兼○○室」と明記すること。

　　３表　地方自治体からのＨＩＶ検査・相談事業の受託実績

	委 託 機 関
	前 年 度 実 績
	今 年 度 計 画
	

	
	ＨＩＶ検査
	相　談
	ＨＩＶ検査
	相　談
	

	
	件　


	件　


	件　


	件　


	


（注）事業主体が、公的医療機関及び医療法人等の非営利法人の場合に記載すること。

（小児がん拠点病院の場合）
　　１表　施設の概要

	①整備施設
	　　　　　宿泊施設　　　・　　　プレイルーム
	

	②整備形態


	・新築・改築・増築

・単独設置・○○○内設置
	

	③規模・構造


	　　　　室／　　　造・　　階建／延べ床面積　　　　㎡

　１日当たり利用者数（職員数を含む。）　　　人
	

	④所在地


	
	

	⑤整備場所の選　定理由


	
	

	⑥最寄り駅との

　距離や移動時　間等、周辺環　境


	
	


　　　　　　（注）①については、いずれかに○印を付すこと。宿泊施設及びプレイルームの

　　　　　　　　　両方を整備する場合は、それぞれの施設毎に１表を作成すること。

　　　　　　　　　⑤については、整備形態が新築の場合に記載すること。

　　２表　施設の面積

	施　設　整　備
	既　　設
	今　回　整　備　分
	 整 備 後

	
	
	新　築
	改　築
	増　築
	

	宿泊施設

プレイルーム


	㎡


	㎡


	㎡


	㎡


	       ㎡



	計


	
	
	
	
	


       　　

（保健所の場合）

　　　施設の概要

	1 整備施設
	　　非常用自家発電装置　　・　　　　燃料槽

	2 整備形態
	新築　　　　・　　　　増築

	3 施設形態
	単独庁舎　　　・　　　合同庁舎

	4 規模・構造
	　　　　造・　　階建／延べ床面積　　　　㎡
(合同庁舎の場合)
延べ床面積に対する保健所専有面積の割合　　　　％

	5 所在地


	

	6 整備理由
	


　　　　（注）①、②、③については、いずれかに○印を付すこと。

　　　　　　　⑥については、整備に至った経緯、問題点等についても整理し、
記載すること。）

（５）　工事の施工方法

　　　　　　　直営
　　　　　　　請負
（６）　施工予定期間
　　　　　　　着工　　　　　（元号）　　年　　月　　日

　　　　　　　竣工　　　　　（元号）　　年　　月　　日

（７）　業務開始（予定）年月日

　　　　　　　　　　　　　　　　（元号）　　年　　月　　日

（８）  平成２０年４月１７日健発第０４１７００１号「厚生労働省所管一般会計補助金等に係る財産処分について」の別添１「厚生労働省所管一般会計補助金等に係る財産処分承認基準」第３の３の（１）に規定する抵当権の設定の有無

　　　　　　　有　・　無

別添（様式）

年度別施設整備計画
　（年度別工事内訳）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○施設
	区

分

　　　
	費目

	総事業　　　　　
	年度別内訳
　　　　　　　　　　　　　
	備考
　　　　



	
	
	
	○○年度
　　　　　
	○○年度
　　　　　
	○○年度
　　　　　
	

	
	
	面積　
	金額　　
	
	
	
	

	
	
	
	
	面積
	金額
	面積
	金額
	面積
	金額
	

	補

助

対

象

事

業

費


	建築工事
　○○○○
　○○○○
附帯工事
　○○○○
　○○○○
○○工事
　○○○○
　　～　


	　㎡　


	  円


	　㎡


	  円


	　㎡


	  円


	　㎡


	  円


	

	
	合　　計
	　　
	　　
	　　
	　　
	　　
	　　
	　　
	　　
	　　　　

	補

助

対

象

外

事

業

費
	○○
　○○○○
○○
　○○○○
　　～　　


	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	合　　計
	　　
	　　
	　　
	　　
	　　
	　　
	　　
	　　
	　　　　

	総　　　　　　計
	　　
	　　
	　　
	　　
	　　
	　　
	　　
	　　
	　　　　



[image: image3]
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別紙様式　５

                                                              番　　　　　号

                                                              年　　月　　日

　

	厚生労働大臣
	　殿

	地方厚生(支)局長
	　殿



	都道府県知事　
	○○○○ 

	指定都市市長
	○○○○　

	中核市市長
	○○○○　

	政令市市長
	○○○○　

	特別区区長
	○○○○  

	市町村長
	○○○○  

	法人名及び代表者名
	○○○○  


                 （元号）　　年度保健衛生施設等施設・設備整備費

                 国庫補助金の事業実績報告書

　標記について、次のとおり関係書類を添えて報告する。

１　精算額　　　　　　金　　　　　　円

２　経費所要額精算書　　　　　（別紙（１）のとおり）

３　施設整備事業実績報告書　　（別紙（２）のとおり）

４　添付書類　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （１）歳出歳入決算書（見込額）抄本（非営利法人については、収入支出決算書　　　　　（見込書）抄本）

 （２）施設整備事業関係

　　ア　竣工した建物の配置図、平面図及び立面図

　　（注）交付申請書又は変更交付申請書に添付した図面に変更がない場合は、省略　　　　することができる。

　　イ　工事請負契約書の写し（工事内訳書を含む。）

　　ウ　工事竣工を確認するための建築基準法第７条第５項又は第１８条第１８項による検査済証の写し

　　エ　事業の完成を確認できる全景及び室内主要部分の写真

 （３）設備整備事業関係

　　　   契約書の写し、検収調書の写し等

 （４）その他参考となる書類

※　厚生労働本省において明許繰越を行った事業については、「（元号）年度保健衛生施設等施設・設備整備費国庫補助金」の後に「（（元号）年度からの繰越分）」と明記すること。


[image: image5]

別紙
支出済事業費内訳
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　　　　　○○施設
	区

　

分
	　　　　　　　　

費目
　　　　　　　　
	総事業費
	年度別内訳
	      　

備  考

　　　　

	
	
	　　

員数
	　　

単価
	　　

金額
	　　　　　年度　
	　　　　　年度　
	

	
	
	
	
	
	員数
	単価
	金額
	員数
	単価
	金額
	

	補

助

対

象

事

業

費


	　　　　　　　　

建築工事費　

　　　　　　　　

　管理棟
　　　　　　　　

　治療棟
　　　　　　　　

　病棟
　　　　　　　　

　○○棟
　　　　　　　　

　○○○
　　　　　　　　

附帯工事費　

　　　　　　　　

　電気設備工事
　　　　　　　　

　給排水設備工事

　　　　　　　　

　暖冷房設備工事

　　　　　　　　

　○○設備工事
　　　　　　　　

　○○○○工事
　　　　　　　　

工事事務費　

　　　　　　　　

　○○○

	
	　円


	　円


	
	　円


	　円


	
	　円


	　円


	

	
	　合　　　　計　
	　　
	　　
	　　
	　　
	　　
	　　
	　　
	　　
	　　
	　　　　

	補

助

対

象

外

事

業

費

　
	　用地買収費
　　　　　　　　

　○○工事費
　　　　　　　　

　○○○工事費
　　　　　　　　

　　　～　　　

　　　　　　　　
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	合　　　　計
	　　
	　　
	　　
	　　
	　　
	　　
	　　
	　　
	　　
	　　　　

	総　　　　　　計
	　　
	　　
	　　
	　　
	　　
	　　
	　　
	　　
	　　
	　　　　


（注）事業が単年度事業の場合には、総事業費欄にのみ記入し、２年以上にわたる継続事業

    の場合には、年度別内訳も記入すること。
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別紙（２）

施設整備事業実績報告書
１　施設の名称及び所在地

２　敷地の面積及び所有関係

	　

　

　

　

　

　
	敷地区分
	所有者名
	面積
	備考
	　　　　　　

　　　　　　

　　　　　　

　　　　　　

　　　　　　

　　　　　　

	
	　　　　　　　

自己所有地
借地
買収用地
計
	　　　　　　　

　　　　　　　

　　　　　　　

　　　　　　　

　　　　　　　
	　　　　　　㎡

　　　　　　　

　　　　　　　

　　　　　　　

　　　　　　　
	　　　　　　　

　　　　　　　　

　　　　　　　　

　　　　　　　　

　　　　　　　　
	


　　（注）　当該施設の設置に要した敷地について記入すること。

３　施設の構造及び規模

　　精神科病院、精神科救急医療センター、結核患者収容モデル病室、多剤耐性結核
　　専門医療機関、特定感染症指定医療機関、第一種感染症指定医療機関、第二種感
　　染症指定医療機関及び新型インフルエンザ等患者入院医療機関の場合
	　　　

区分
　　　

　　　
	既　　　　設
	今回整備数
	備　 考



	
	　　　　

病床数
　　　　

①
	うち国庫

補助によ

る病床数

②
	整備済
病床数
③
	うち国庫

補助によ

る整備病
床数

④
	   計

 ①＋③
	病棟出入

口扉整備

か所数


	

	新設
	　     
	       
	       床
	       床
	       床
	
	

	構造
	　　　
	　　　
	　　　
	　　　
	
	
	

	増設
	            床
	　　　 床
	 
	　　　
	
	
	

	構造
	　　　
	　　　
	　　　
	　　　
	
	
	

	改築
	　　　
	　　　
	　　　
	　　　
	
	
	

	構造
	　　　
	　　　
	　　　
	　　　
	
	
	

	改修
	　　　
	　　　
	　　　
	　　　
	
	
	

	鉄格子撤去
	
	
	
	
	
	
	

	保護室改修
	
	
	
	
	
	
	

	構 造
	　　　
	　　　
	　　　
	　　　
	
	
	

	自動開閉化
等へ改修　
	
	
	
	
	
	
	

	透明ガラス
扉等へ改修
	
	
	
	
	
	   
	

	計
	
	
	
	
	
	
	


　　（注）精神科病院のうち自動開閉化及び透明ガラス扉等の改修を行った場合は、改修

　　　　内容を記載した書面を作成添付すること。

   精神保健福祉センター、精神科デイ・ケア施設、農村検診センター、原爆被爆者
　 保健福祉施設、原爆医療施設、医薬分業推進支援センター、結核研究所、放射線
　 影響研究所及び感染症外来協力医療機関の場合
１  表

	　　　　　

構造
　　　　　
	規模（延面積）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	　　　　　　

備考
　　　　　　
	    　



	
	○階
	○階
	○階
	計
	
	

	　


	 　　　 ㎡　　　　　


	    　  ㎡　　　　


	        ㎡　　　　　


	      　㎡


	各室の面積は

２表のとおり
	


（注）　施設の型別及び部門別の定員等を備考欄に記入すること。

２  表

	○階
	○階
	○階

	室名
	室数
	面積
	室名
	室数
	面積
	室名
	室数
	面積

	
	
	　　㎡


	
	
	    ㎡


	
	
	    ㎡




	　　　

　　　

　　　

　　　

　　　

小計
	
	
	　　　

　　　

　　　

　　　

　　　

小計
	
	
	　　　

　　　

　　　

　　　

　　　

小計
	
	


（食肉衛生検査所の場合）
　１表　　所轄と畜場等の規模等

	　　　　　　　

　　　　　　　

所轄と畜場等
　　　　　　　

　　　　　　　
	　　　　　

　　　　　

所在地
　　　　　

　　　　　
	　　　

検査所

までの

距離
　　　
	　　

年間

移動

日数

　　
	と畜頭数（頭）又は食鳥処理羽数（羽）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	
	
	
	現在
　　　　　　　　　　　
	将来
　　　　　　　　　　　

	
	
	
	
	大動物
	小動物
	食鳥
	大動物
	小動物
	食鳥

	　　　　　　　
	　　　　　
	　　　
	　　
	　　　
	　　　
	　　　
	　　　
	　　　
	　　　

	　　　　　　　
	　　　　　
	　　　
	　　
	　　　
	　　　
	　　　
	　　　
	　　　
	　　　

	　　　　　　　
	　　　　　
	　　　
	　　
	　　　
	　　　
	　　　
	　　　
	　　　
	　　　

	　　　　　　　
	　　　　　
	　　　
	　　
	　　　
	　　　
	　　　
	　　　
	　　　
	　　　

	　　計　　　
	　　　　　
	　　　
	　　
	　　　
	　　　
	　　　
	　　　
	　　　
	　　　


（注）　将来数は概ね５年後までの見込量を記入すること。

　２表　　食肉衛生検査所の構造及び部門別面積

	建築構造
　　　　　　　　
	　　　　　　　　　　　　　　　平屋

鉄筋コンクリート造り又は木造

　　　　　　　　　　　　　　　階建
	建築部門
　　　　　
	　　　　　   ㎡

　　　　　　　　

	補

助

対

象

部

分

　
	管理部門
	事務所　　　   ㎡　  ○○室　　　　㎡ 　　　　
	（小計）  　　

	
	検査部門

	病理検査室　　　　㎡    理化学検査室    　　㎡

　　　　　　　　　　　　準備室　　　　　㎡

微生物検査室　　　㎡

　　　　　　　　　　　　冷凍冷蔵庫　　　　　㎡

標本室　　　　㎡    ○○○室      　　㎡

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	（小計）　　



	
	その他の部門
	浴室　　㎡  更衣室    ㎡ 便所    ㎡ 廊下    ㎡
	（小計）　　　　

	補助対象外部分
	車庫　　　㎡ 　○○　　　㎡ 　　　　　　　　　
	（小計）　　　　


（エイズ治療拠点病院の場合）
	区分

	 今回整備実績
	 うち国庫補助による整備数
	計
	備 考


	
	個 室

	剖検室

	相談指導室

	外来診療室

	個 室

	剖検室

	相談指導室

	外来診療室

	個 室

	剖検室

	相談指導室

	外来診療室

	

	新設
	　 室

	   室

	　 室

	   室

	　 室

	 　室

	 　室

	   室

	   室

	   室

	   室

	　 室

	延      ㎡

	構造
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	増設
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	延      ㎡

	構造
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	改築
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	延      ㎡

	構造
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	改修
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	延      ㎡

	構造
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	計

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（難病相談支援センターの場合）
　　１表　施設の概要

	①整備形態


	・新築・改築・増築・改造及び補修・買収

・単独設置・○○○内設置

	②規模・構造


	　　　　　　造・　　階建／延べ床面積　　　　㎡

　１日あたり利用者数（職員数を含む。）　　　人

	③所在地


	

	④整備場所の選　定理由


	

	⑤関係機関との　距離等


	


　　　　　　（注）④については、整備形態が新築又は買収の場合に記載すること。

　　　　　　　　　⑤については、医療機関、保健所、公共職業安定所等の関係機関や

　　　　　　　　　最寄り駅との距離や移動時間等、周辺環境について記載すること。

　　２表　施設の部門別面積

	施　設　整　備
	既　　設
	今　回　整　備　分

	
	
	新　築
	改　築
	増　築
	改造及び補修
	買　収

	①相談室

②談話室

③地域交流活動室

④研修室

⑤便所

⑥洗面所

⑦事務室

⑧その他

　・

　・
	㎡


	㎡


	㎡


	㎡


	㎡


	㎡



	計


	
	
	
	
	
	


       　　（注）１スペースで複数の機能を有する場合には、施設整備欄に

　　　　　　　　「○○室兼○○室」と明記すること。

（ＨＩＶ検査・相談室の場合）
　　１表　施設の概要

	①整備形態


	・新築・改築・増築・買収

・単独設置・○○○内設置

	②規模・構造


	　　　　　　造・　　階建／延べ床面積　　　　㎡

　１日当たり利用者数（職員数を含む。）　　　人

	③所在地


	

	④整備場所の選　定理由


	

	⑤最寄り駅との　距離や移動時　間等、周辺環　境


	


　　　　　　（注）④については、整備形態が新築又は買収の場合に記載すること。

　　２表　施設の部門別面積

	施　設　整　備
	既　　設
	今　回　整　備　分

	
	
	新　築
	改　築
	増　築
	買　収

	①採血室

②検査室

③相談室

④待合室

⑤便所

⑥洗面所

⑦事務室

⑧その他


	㎡


	㎡


	㎡


	㎡


	㎡



	計


	
	
	
	
	


       　　（注）１スペースで複数の機能を有する場合には、施設整備欄に

　　　　　　　　「○○室兼○○室」と明記すること。

（小児がん拠点病院の場合）
　　１表　施設の概要

	①整備施設
	　　　　　宿泊施設　　　・　　　プレイルーム
	

	②整備形態


	・新築・改築・増築

・単独設置・○○○内設置
	

	③規模・構造


	　　　　室／　　　造・　　階建／延べ床面積　　　　㎡

　１日当たり利用者数（職員数を含む。）　　　人
	

	④所在地


	
	

	⑤整備場所の選　定理由


	
	

	⑥最寄り駅との

　距離や移動時　間等、周辺環　境


	
	


　　　　（注）①については、いずれかに○印を付すこと。宿泊施設及びプレイルームの

　　　　　　　両方を整備する場合は、それぞれの施設毎に１表を作成すること。

　　　　　　　⑤については、整備形態が新築の場合に記載すること。

　　２表　施設の面積

	施　設　整　備
	既　　設
	今　回　整　備　分
	 整 備 後

	
	
	新　築
	改　築
	増　築
	

	宿泊施設

プレイルーム


	㎡


	㎡


	㎡


	㎡


	       ㎡



	計


	
	
	
	
	


       　　

（保健所の場合）

　　　施設の概要

	1 整備施設
	　　非常用自家発電装置　　・　　　　燃料槽

	2 整備形態
	新築　　　　・　　　　増築

	3 施設形態
	単独庁舎　　　・　　　合同庁舎

	4 規模・構造　
	　　　　造・　　階建／延べ床面積　　　　㎡
(合同庁舎の場合)
延べ床面積に対する保健所専有面積の割合　　　　％　

	5 所在地


	

	6 整備理由
	


　　　　（注）①、②、③については、いずれかに○印を付すこと。

　　　　　　　⑥については、整備に至った経緯、問題点等についても整理し、
記載すること。）

　４　　工事の施工方法

　　　　　　　直営
　　　　　　　請負
　５　　施工期間
　　　　　　　着工　　　　　（元号）　　年　　月　　日

　　　　　　　竣工　　　　　（元号）　　年　　月　　日

　６　　業務開始年月日　　　　　（元号）　　年　　月　　日

  ７　　平成２０年４月１７日健発第０４１７００１号「厚生労働省所管一般会計補助金等に係る財産処分について」の別添１「厚生労働省所管一般会計補助金等に係る財産処分承認基準」第３の３の（１）に規定する抵当権の設定の有無

　　　　　　　有　・　無

      （注）抵当権の設定を証明できる書類（登記簿の写し等）を添付すること

　８　国庫補助金受入経過

	区分
　　　　　　　
	交付決定通知
年月日及び番号
	交付決定額

　　　　　　　
	受入年月日

　　　　　　　
	受入金額
　　　　　　　
	備考
　　　　　　

	第１回
	　　　　　　　
	　　　　　　　
	　　　　　　　
	　　　　　　　
	　　　　　　

	第２回
	　　　　　　　
	　　　　　　　
	　　　　　　　
	　　　　　　　
	　　　　　　

	第３回
	　　　　　　　
	　　　　　　　
	　　　　　　　
	　　　　　　　
	　　　　　　

	第４回
	　　　　　　　
	　　　　　　　
	　　　　　　　
	　　　　　　　
	　　　　　　

	　　　　　　　
	　　　　　　　
	　　　　　　　
	　　　　　　　
	　　　　　　　
	　　　　　　


	　　　　　　　


	　　　


	　　　　　　　


	　　　　　　　


	　　　　　　　


	　　　　　　



	小計
	　　　　　　　
	　　　　　　　
	　　　　　　　
	　　　　　　　
	　　　　　　

	国庫補助金
所要精算額
受入未済額

	　　


	　　　　　


	　　


	　　


	

	計
	　　　　　　　
	　　　　　　　
	　　　　　　　
	　　　　　　　
	　　　　　　


　９　工事契約の概要

	工事名
　　　　　　　
	契約金額
　　　　　　　
	うち国庫補助
対象分
	契約年月日

　　　　　　　
	工事期間
　　　　　　　
	工事請負
業者名

	本体工事
	　　　　　　円

　　　　　　　
	　　　　　　円

　　　　　　　
	
	
	

	電気設備工事
	　　　　　　　
	　　　　　　　
	　　　　　　　
	　　　　　　　
	　　　　　　

	○○設備工事
	　　　　　　　
	　　　　　　　
	　　　　　　　
	　　　　　　　
	　　　　　　

	○○○○○
	　　　　　　　
	　　　　　　　
	　　　　　　　
	　　　　　　　
	　　　　　　

	計
	　　　　　　　
	　　　　　　　
	　　　　　　　
	　　　　　　　
	　　　　　　


別紙様式　６

                                                              番　　　　　号

                                                              年　　月　　日


	厚生労働大臣
	　殿

	地方厚生(支)局長
	　殿



	都道府県知事　
	○○○○ 

	指定都市市長
	○○○○　

	中核市市長
	○○○○　

	政令市市長
	○○○○　

	特別区区長
	○○○○  

	市町村長
	○○○○  

	法人名及び代表者名
	○○○○  


                 （元号）　　年度保健衛生施設等施設・設備整備費

                 国庫補助金の年度終了実績報告書

　標記については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第１４条後段の規定により関係書類を添え別表のとおり報告する。

※　厚生労働本省において明許繰越を行った事業については、「（元号）年度保健衛生施設等施設・設備整備費国庫補助金」の後に「（（元号）年度からの繰越分）」と明記すること。


[image: image8]

別紙様式　７

                                                      第　　　　　　　　　号

                                                      （元号）年　　月　　日


	厚生労働大臣
	　殿

	地方厚生(支)局長
	　殿


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　補助事業者名
         （元号）　　年度　消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書

　（元号）　　年　　月　　日第　　　号により交付決定を受けた（元号）　　年度保健衛生施設等施設・設備整備費国庫補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額については、次のとおり報告する。

１　補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）第１５条の規定による確定額又は事業実績報告による精算額　　　　　　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　円

２　消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額（要国庫補助金等返還相当額）
　　　　　　　　　金　　　　　　　　　円

３　添付書類

記載内容を確認するための書類（確定申告書の写し、課税売上割合等が把握できる資料、特定収入の割合を確認できる資料）を添付する。

　

別紙様式　８

                                                      第　　　　　　　　　号

                                                      （元号）年　　月　　日

　　都道府県知事　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　間接補助事業者名

         （元号）　　年度　消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書

　（元号）　　年　　月　　日第　　　号により交付決定を受けた（元号）　　年度○○○補助金について、交付決定通知により付された条件に基づき、次のとおり報告する。

１　補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）第１５条の規定による確定額又は事業実績報告による精算額　　　　　　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　円

２　消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額（要補助金等返還相当額）

　　　　　　　　　金　　　　　　　　　円

３　添付書類

記載内容を確認するための書類（確定申告書の写し、課税売上割合等が把握できる資料、特定収入の割合を確認できる資料）を添付する。

－ 1 － 

－ 50 － 


